
事業名 平成21年度地域情報通信基盤整備推進交付金事業

事業完了日 平成23年3月25日

総事業費 760,392千円

交付金額 253,011千円

整備対象地域 白馬村全域

事業内容

サービス開始日 平成23年4月1日

サービス形態 公設民営（IRU）

委託先 東日本電信電話㈱

BB

初年度 最終 Ｈ23年度末 Ｈ27年度末

整備地域の世帯数 1,088 1,088 1,103 1,162

加入世帯数 465 544 443 601

加入率（％） 42.7% 50.0% 40.2% 51.7%

サービス開始日 平成23年4月1日

サービス形態 公設民営（指定管理）

委託先 ㈱エーアイシーコミュニケーションズ

ＣＡＴＶ

初年度 最終 Ｈ23年度末 Ｈ27年度末

整備地域の世帯数 3,552 3,552 3,618 4,059

加入世帯数 2,132 3,552 1,858 1,958

加入率（％） 60.0% 100.0% 51.4% 48.2%

評価及び課題

目標・実績

目標・実績

ＢＢについては目標が達成できた。ＣＡＴＶについては目標未達成であ
る。主な原因としては、当村が推進してきたインバウンド対策の効果によ
り、外国人観光局が増加するとともに、日本人から不動産を取得する外
国人も増加した。外国人は言葉の壁からＴＶを視聴することなく、ネットか
ら情報を得ている状況がある。今後の対応としては外国語情報の提供な
どを推進する。

計画時の目標

当村におけるブロードバンドサービスの提供状況は、一部地域には東日
本電信電話株式会社の光ブロードバンドサービス（Ｂフレッツ）が提供さ
れていた。
　また、村内全域を対象に、東日本電信電話株式会社のフレッツADSL
サービスが提供されていたものの、収容局からのケーブル長制限の問題
で、伝送損失が大きく、充分なサービス品質が確保できないという理由か
ら、サービス提供を受けられない世帯が存在していた。フレッツADSLが
利用できない世帯はフレッツＩＳＤＮや電話回線を利用したダイヤルアップ
による低速なインターネット接続を利用せざるを得ない状況にあった。当
時、テレビ難視聴世帯が存在する中で、平成23年地上デジタル完全移行
に向けた対応も急務となっており、難視聴世帯解消対策も限られた期間
の中で、実施する必要があった。
　そこで、東日本電信電話株式会社によるFTTH（光サービス）が既に提
供されている地域以外に対し、当村が事業主体となり光ファイバケーブル
及びそれに付随する設備の構築、整備を行い、光ファイバ網をIRU契約
にて電気通信事業者に貸し出し、村内住民に対して長期的・安定的な超
高速ブロードバンドサービスを提供した。
　併せて、構築、整備した光ファイバーケーブルを活用し、当村が有線放
送事業者となり、地上デジタル放送の再送信サービスを提供した。

実績

計画時の目標 実績


